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危機を認識して行動につなげるには…

藤村　コノヱ

今月の
テーマ

３月末の IPCC第六次統合報告書の発表を
受けて、グテーレス国連事務総長はビデオメッ

セージで、「気候の時限爆弾が時を刻んでいる」

と改めて気候危機を露わにするとともに、「こ

の報告書は時限爆弾の信管を抜くための基本」

とし、「私たちには一刻の猶予もない」と全て

の人々の早急な行動を求めました。また各国

の対策を加速させるため、国連総会では国際

司法裁判所（ICJ）に対して、国は気候変動対
策にどんな法的義務を負うかの見解を示すよ

う求める決議を全会一致で採択しました。こ

れは国の不作為の罪を問うもので、背景には、

既に欧州での気候変動関連訴訟の増加や、島

しょ諸国での甚大な被害があります。

こうした動きに対し、日本では、政府、企

業、国民の間でもまだまだ気候危機に対する

本気度が足りないようす。この春別府に帰省

した折、気候変動について従姉に聞いたとこ

ろ「関心はあるけどそんなにはない」と。ま

た環境力大賞事業でご支援を頂いている西武

信金の方からも「中小企業では脱炭素への関

心はまだ低い」と。先般の NHK 特集「ビジ

ネス界 1.5℃目標への挑戦」では COP27 に
参加した日本の企業人は「日本で報じられる

ことと全く異なる。こんなに世界が進んでい

るとは・・」とショックを受けた様子でした。

そして最近開催された G7 環境・エネルギー
相会合では、政府は石炭火力廃止時期や EV
導入目標に抵抗するなど、世界に逆行する動

きを続けています。

将来への漠然とした不安は多くの人が持

ち、各種調査では日本人の気候変動に対する

危機感は高いという結果もあります。にもか

かわらず、危機回避のための行動が伴わない

のは、無関心、不安の正体が不明、先が見え

ない、自分との関係が見えない、解決の手立

てがわからないなどの理由から、正しく恐れ

る「危機感」に繋がらず行動に至らないので

はないかと思います。危機感をもって行動す

るには、関心を持ち、状況を正しく理解し、

これからどんな事態になるかを見通し、解決

に向けできることは何かを知ることが大切で

す。勿論、経済的な損得や規制で動く人もい

るので、規制や税・補助金など経済的手法も
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効果的ですが、基本は普及啓発や教育ではな

いかと思います。

そこで今回は全くの私案で不十分ですが、

多くの人が危機感を持ち行動につなげるため

に、NPO にできることを考えてみました。
まず「関心を高める」には、多くの出来事

や溢れる情報の中から、これが命に関わる

問題で、他と比べて大切な情報だと思える

か、もっと知ろうという気持ちになるか、で

す。そのためには、例えば、「温暖化」より

「気候危機」の方がインパクトもあり実態を

示すため、「気候危機」という言い方で統一

すれば、それを耳にする頻度が高まり、「何

が危機なの？」と考える人が出てくるかもし

れません。また現状について、国内外の被害

状況を人命や経済的損失の規模感が実感でき

るよう工夫し、出来るだけ頻繁に伝えること

も必要でしょう。その折には災害と気候危機

の因果関係や、個人の行動変容が CO2 排出

削減につながること等を常に具体的に伝える

ことで、自分事と考えるきっかけになるかも

しれません。残念ながら、私たち NPO の伝
達手段は限られていますが、マスメディアや

SNS・Web を活用する方、市民に身近な自
治体にも、上記のようなことに努めてほしい

ものです。「危機感を煽るのはよくない」と

いう人もいますが、現状を考えれば、強い言

葉で頻繁に伝える以外に「関心を高め危機を

回避する」有効な方法が見当たりません。

また「課題を正しく理解し先を見通す」に

は、正しい情報を確実な手段で伝えることが

大切だと思います。今回の IPCC 報告のよう
な研究者からの科学的情報が正しい情報の

基本でしょうが、そのままの情報では一般

市民には難しく理解できる人は限られます。

NPO からの情報はそれよりは分かり易く
なっていますが、それでも少し専門的すぎる

傾向があります。内容が内容だけに分かり易

くするのは難しいと思いますが、それでも例

えば、研究者が教員や NPO と連携して、特
に伝えたい内容を、日常の暮らしとのつなが

りなど対象者が求める内容に工夫して、授業

や学習会を行い、行動変容の必要性について

も意見交換するなど、知識の普及に留まらず

行動につなげる工夫も大切だと思います。

ちなみに、政府情報は本来科学に基づき正

確であるべきですが、政権に都合のいい情報

しか流れないケースもあります。福島原発事

故時も、政府は国民のパニックを口実に正確

な情報は流さず、かえって人々を惑わす偽

情報が SNS などで多く流れました。最近も、
政府はエネルギー危機を口実に原発回帰や石

炭火力温存に躍起ですが、政権に都合の悪い

データや世界の動向などは伝えられていませ

ん。また多くのマスメディアも昔と異なりバ

イアスのかかった政府情報をそのまま流すこ

とが多いようです。

何が問題かの情報は多々ある中で、正しい

情報を見極めることはとても難しい時代です

が、情報源の確かな科学的情報を基に、冷静

に現状を理解し判断する力を育てる教育がや

はり不可欠ですし、地道でもそうした場を増

やすことも NPOの役割の一つだと思います。
一方、行動しようと思っても、問題点や政

策提案は多々示されていますが、私たち市民

に何ができるかの情報は少なく、省エネ、断

熱材設置、車以外の移動手段、地産地消の食

生活、エコ消費など従来からの対策が殆どで

す。文明の転換期という認識も少しずつ言わ

れていますが、政府や経済界から本気度が伝

わる具体策は殆ど示されていません。IPCC
報告には需要側対策の重要性も示されてお

り、これを基に、文明の転換期に相応しい市

民の行動を促すために、各行動の効果や政策

との関連、さらには心の満足度なども含めて

より具体化して、市民の行動の選択肢を増や

し、広めることも今後の NPO の役割ではな
いかと考えています。


